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47.鉄道員育成事業

46.地方鉄道施設整備支援事業

地方鉄道事業者は、施設の修繕・
補修に係る費用の割合が大きく、経
営の足かせになっており、必要最低
限しか行えていないのが現状である。
そこで、地域が支える鉄道の観点

から、地域の支援の下、車両の延命
化措置やレール・マクラギの補修な
どの修繕等を前倒しして集中的に行
うことで、安全・安心な鉄道事業運
営の維持を図る。

車両の延命化措置

マクラギの補修

運転士や保守要員等技術員は、鉄
道事業の根幹を担っているが、高齢
化等により人員不足が生じてきてい
る。そのため自社で養成する必要が
あるが、必要な知識や技能の習得に
は莫大な時間と経費がかかり、地方
鉄道事業者には大きな負担となって
いる。
そこで、地域が支える鉄道の観点

から、運転士や技術員の育成に地域
が支援をすることで、安全・安心な鉄
道事業運営の維持を図る。

運転士の養成

保守要員の育成

48.燃料油価格変動調整金等抑制助成事業

国の離島航路補助又は離
島航路効率化・利便改善実
証事業、あるいは地域公共
交通活性化・再生総合事業
と連携して、自治体が、燃
料油価格変動調整金の低
減、又は島民等航路利用
者向けの運賃・料金の割引
のための経営支援を行う場
合に交付金を充当。

島民等利用者
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45.水防演習の実施および水防資機材の整備事業

水防意識を高め、水防技術
の向上・継承を図るため、地
方自治体が実施する水防演
習及び水防活動にかかる費
用に交付金を充当する。また、
水防活動に必要な土のうや
丸太等の資機材の購入費用
に交付金を充当する。

安全・安心の実現安全・安心の実現

外海離島等長距離航路の
ジェットフォイル等超高速船に
対し、国の離島航路効率化・
利便改善実証事業又は地域
公共交通活性化・再生総合事
業と連携して、自治体が、減
便からの回復や運賃・料金の
低減等のため、経営支援を行
う場合に交付金を充当。

離島航路運航高度化事業
［平成２０年度］ 約９千万円強

・フェリー４隻の省エネ化等
年間の運航費削減額1663万円（１隻
平均）、４隻計で6680～１.05億円の年

間運航費減
・ジェットフォイル２隻の省エネ化等
年間の運航費削減1945万円（１隻平
均）、２隻計で３１００～4700万円の年

間運航費の減

現在運休

・ジェットフォイルの運航欠損
に対し、県、市がその１／３
を支援。

・減便解消、運賃・料金割引
等の航路再生運航計画の
策定・履行が支援条件。

ジェットフォイル航路再生
支援事業

50.ジェットフォイル航路再生支援事業

51.自治体防災気象情報通信施設高度化推進事業

詳細化・高度化が進んで
いる防災気象情報を、地方
自治体が迅速かつ確実に
処理し、幅広い防災対策に
活用することを可能とする
ため、地方自治体において、
XML等最新の情報通信技

術に対応した情報通信施
設を交付金を活用して整備
し、国民の安全・安心を確
保する。

52.防災情報の個人への伝達体制強化推進事業

気象警報、津波警報など

携帯メール等で個人に伝達

気象警報等の防災情報を、
携帯メール等により迅速か
つ確実に個人へ伝達する
ため、防災情報の受信・配
信設備の設置に交付金を
充当。局所的な大雨時や
津波警戒時等における迅
速な避難行動を促進し、国
民の安全・安心を確保。

ジェットフォイル就航航路等欠
損補助対象外の航路に対し、
国の離島航路効率化・利便改
善実証事業又は地域公共交
通活性化・再生総合事業と連
携して、自治体が、減便から
の回復や運賃・料金の低減等
のため、経営支援を行う場合
に交付金を充当。

49.ジェットフォイル航路等再生支援事業

地方公共団体
・ジェットフォイ ルの運航欠
損を県、市町村が支援.。

･減便の改善、運賃・料金割
引等再生計画の策定･履行
を条件に支援

国から運航経費削減、増収
に繋がる取組を支援。

地方公共団体

航路事業者（欠損補助対象
外、ジェットフォイル就航）
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54.浄化槽の清掃や法定検査等に係る費用の一部補助

浄化槽法で定められている
清掃や法定検査等にかかる
住民負担分について、市町村
の地方単独事業として補助を
実施するもの。

55.浄化槽整備事業を実施するための

計画策定に係る調査の実施

市町村が浄化槽整備事業を
実施するための計画の改訂
等に係る現地調査等を地方
単独事業として実施するもの。

53.単独処理浄化槽の撤去・設置費用の一部補助

浄化槽設置整備事業、浄
化槽市町村整備推進事業
等における住民負担分に
ついて、市町村の地方単独
事業として補助を実施する
もの。

生活環境保全上の支障

除去等事業の完了後に都
道府県等が行う、周辺環
境に影響がないかを監視
するためのモニタリングや
当面の水処理の維持等の
費用について、交付金を充
当する。

56.産業廃棄物支障除去等後モニタリング等事業

安全・安心の実現安全・安心の実現

58.産業廃棄物中間処理施設及び最終処

分場における特別監視体制整備事業
産業廃棄物中間処理施設及び最
終処分場において、不適正な処
理や埋立処分を防止するために、
特別監視体制を構築する。都道
府県等が臨時職員の採用や、航
空写真等を利用した最終処分場
等の区域、容量の確認を行い、産
業廃棄物中間処理施設及び最終
処分場の監視を徹底する。そのた
めの人件費及び調査に係る費用
について交付金を充当する。

59.産業廃棄物排出事業者の適正処理

促進のための特別監視体制整備事業

産業廃棄物排出事業者による
不適正な埋立処分の防止を図
るために、特別監視体制を構
築する。都道府県等が臨時職
員を採用し、排出事業者への
監視を徹底する（冷凍・冷蔵・
空調機器のフロン類のチェック
を含む）。そのための人件費及
び調査に係る費用について交
付金を充当する。

60.公共事業に伴う廃棄物処理に関する

電子マニフェスト費用の特別支援
電子マニフェストの普及促
進を図るため、公共事業工
事に伴って発生する産業
廃棄物を、公共事業を請け
負った事業者が処理する
際に、必要となる電子マニ
フェストの加入及び使用に
関する料金について地方
公共団体が負担するものと
し、その費用について交付
金を充当する。

57.ＰＣＢ廃棄物、小型廃棄物焼却炉等

処理支援事業

企業の倒産等により地方公共団
体が保管を余儀なくされたPCB廃
棄物等や、老朽化して使用できな
くなった学校等に設置されていた
小型廃棄物焼却炉等の適正な処
理を促進するため、地方公共団
体が負担する解体・処理費用や、
民間事業者の処理に対する費用
の助成金について交付金を充当
する。
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62.警察施設耐震化事業

地域の安全・安心の拠点であ
る警察本部、警察署を始めと
する警察施設の耐震診断、
耐震改修等の整備を実施す
る。

63.警察施設改修事業

地域の安全・安心の拠点で
ある警察本部、警察署、交
番、駐在所を始めとする警
察施設の老朽化、狭隘化に
対処するため、必要な改修
等の整備を実施する。

64.都道府県公安委員会が行う交通安全施設等整備事業

交通の安全と円滑を確保す
るため、都道府県公安委員
会が、信号機、道路標識、
道路標示等の交通安全施設
等を整備する（地方単独事
業分）。

61.警察施設整備事業

地域の安全・安心の拠点で
ある警察本部、警察署、交
番、駐在所を始めとする警
察施設の新設や建て替え
等の整備を実施する。

安全・安心の実現安全・安心の実現

66.都道府県警察職員採用活動強化事業

安全・安心の実現を支える都
道府県警察職員として優秀な
人材を確保するため、テレビ
広告の利用、採用パンフレッ
トの作成等、採用活動を強化
するための積極的な募集活
動を展開する。

67.警察資機材等の整備事業

依然として厳しい治安情勢
に的確に対処し、安全・安心
を確保するため、警察活動
に必要な装備資機材等を整
備する。

68.車両捜査支援システム整備事業

増加する自動車利用犯罪を着実
に検挙するため、都道府県警察が
犯罪の発生状況等を勘案しながら、
必要な箇所に、自動車のナンバー
データを読み取って手配車両のナ
ンバーと照合する車両捜査支援シ
ステムを整備する。

65.警察体制の整備事業

依然として厳しい治安情勢
に的確に対処し、安全・安
心を確保するため、警察体
制の整備を推進する。

【交番相談員】

【捜査技能伝承官】
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70.警察における検視体制強化事業

死体取扱数の増加に対応し、検視
おける犯罪死の見逃しを防ぐため、
検視に用いられる資機材（検視用
器具、薬物検査キット、超音波検
査装置、警察本部と検視現場の
情報伝達資機材等）の整備により、
検視体制を強化する。

71.振り込め詐欺対策事業

振り込め詐欺をめぐる情勢
が依然として厳しいことを踏
まえ、振り込め詐欺対策の
推進を図るため、捜査活動
及び予防活動に必要な各種
資機材の整備や被害防止
キャンペーン等を実施する。

72.新型インフルエンザ対策用資機材整備事業

新型インフルエンザが国内流
行した場合においても治安の
確保に必要な各種警察活動
を維持するため、新型インフ
ルエンザ感染者に対応する
可能性の高い、現場初動措
置等に従事する警察官の感
染防止に資する感染防護
キットを整備する。

69.取調べ室の透視鏡設置等事業

適正な取調べを担保するた
めの施設整備を図るため、
全国の警察署の各取調べ
室における透視鏡設置の
ほか、机の床面固定及び
遮蔽板の設置を行う。

床面固定

遮蔽板

透視鏡

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（体数） 死体取扱数

死体取扱数の推移

安全・安心の実現安全・安心の実現

74.国民の生活回りの安全・安心を確保するための拠点整備事業

国民の生活回りの安全・安心を確
保するため、昼夜を分かたず常に
警戒態勢を保ち、様々な警察事象
に即応する活動を行う交番、駐在
所を整備するほか、地域において
自主防犯活動を行う防犯ボラン
ティアの活動拠点、防犯パトロー
ルに必要な備品の整備及び活動
経費を支援する。

75.地域住民の防犯設備整備支援による安全・安心まちづくりを推進する事業

安全・安心なまちづくりを推
進するため、自治体が交付
金を充当して、地域住民等
が行う防犯灯、防犯カメラ等
の防犯設備の整備を支援す
る。

76.公共施設の整備等による安全・安心まちづくりの推進事業

安全・安心なまちづくりを推進
するため、自治体が交付金を
充当し、防犯設備士等の専
門家を活用するなどして、見
通しの確保や防犯灯、防犯カ
メラの設置等、防犯に配慮し
た道路、公園、駐車場・駐輪
場等の公共施設の整備や、
住宅等の防犯性能の向上等
の支援を行う。

73.交通安全施設等の保守管理事業

老朽化した信号機や標識
の倒壊等を防止するため、
交通安全施設の管理シス
テムの導入や保守点検業
務の民間委託等を行う。

CS873985
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78.ＣＰ部品の普及による侵入犯罪対策

侵入犯罪を抑止し、国民生活の安
全・安心を確保するためには、防
犯性能の高い建物部品（ＣＰ部品）
の普及が効果的であることから、
自治体が交付金を充当して、住民
等による建物部品のＣＰ部品への
取替え又は新たに建物を建築す
る際のＣＰ部品の取付けに対する
補助を行う。

77.サイバーパトロールボランティアに対する補助事業

インターネット上の違法情報、有
害情報を監視するサイバーパト
ロールを一層推進するため、自
治体が交付金を充当して、サイ
バーパトロールを行う民間ボラ
ンティア又は企業に、各々の地
域に関するサイト等について
「サイバーパトロールボランティ
ア推進事業」を委託し、インター
ネット上の安全・安心を確保す
る。

自治体

民間ボランティ
ア等による
サイバー
パトロール

80.バス交通の活性化
（公共交通ネットワーク改善事業）

少子高齢化や環境問題への対応、
また、中心市街地の活性化等まち
づくりと一体となった交通体系をめ
ざし、地域公共交通総合連携計画
に基づき、自治体が、幹線バスの
定時性・速達性・輸送力の向上、幹
線バスと支線バスの乗り継ぎ円滑
化、交通空白地域でのコミュニティ
バスの運行等を実施・支援する場
合に交付金を充当。

79.鉄道沿線の活性化
（公共交通ネットワーク改善事業）

地方の鉄道の利用者減等が
続く地域において、鉄道とバス
の一体的な活性化・再生を図る
ため、地域公共交通総合連携
計画に基づき、自治体が、鉄
道・バス車両ラッピング、イベン
ト列車運行、駅活性化、パーク
アンドライド、総合交通マップの
作成等の事業を実施・支援する
場合に交付金を充当。

安全・安心の実現安全・安心の実現

81.食品表示制度普及啓発事業

産地偽装など食品の不適正
表示事案が多発し、企業倒産
や業界全体への消費者の信
頼感の低下につながっている。
このため、食品業界の大宗

を占める中小零細事業者も含
めて、食品表示制度と適切な
表示方法を普及することを目
的として、都道府県が事業者
向けに講座、研修等を実施す
る。

講座・研修等

82.積極的な食品の情報提供のための支援事業

産地偽装など食品の不適正表
示事案が多発し、食品事業者に
対する消費者の信頼が低下して
いる状況にある。
このため、表示が義務付けら

れている項目以外についても、
消費者が知りたい情報を事業者
が積極的に提供するため、都道
府県は事業者のパソコン等の機
器整備支援や、研修等を実施す
る。

CS873985
スタンプ



その他その他

2.辺地共聴施設、都市受信障害施設、

集合住宅等におけるデジタル化事業

2011年にアナログ放送が終
了するため、住民が円滑に
デジタル放送を視聴するこ
とができるよう、国の補助対
象以外の辺地共聴施設、都
市受信障害施設、集合住宅
等のデジタル化改修等を行
う施設管理者への支援に交
付金を充当。

1.公共施設のデジタル化事業

地上テレビジョン放送は、
2011年7月24日までに地上
アナログ放送が終了し、地
上デジタル放送へ完全移
行するため、地方公共団体
が庁舎等施設などのデジタ
ル化改修（デジタルテレビ
購入、アンテナ等工事）を
行う場合に交付金を充当。

：デジタル化
に伴う主な
改修等部分

既存のＶＨＦアンテナ

デジタルＴＶ

混合器

増幅器

分配器

壁面端子

ＵＨＦアンテナ

3.地上デジタル放送対応促進・相談事業

2011年にアナログ放送が終
了するため、住民が円滑にデ
ジタル放送を視聴することが
できるよう、① 地方公共団体
によるデジタル放送に関する
相談窓口等の設置・運営、②
国の補助対象以外の各家庭
のデジタルテレビ等の設置や
アンテナ改修等への支援に
交付金を充当。

（地域住民）
相談窓口

デジタルテレビ等
の設置

ＵＨＦアンテナ
改修等の工事

受信障害対策共聴施設の
デジタル化対応

集合住宅共聴施設の
デジタル化対応

4.ＩＣＴによる地域コミュニティ活性化事業

住民向けの行政情報の配
信や、住民同士の情報交換、
情報交流、コミュニティ活動
等を支援するための地域
ポータルサイトや地域SNS
等を構築することにより、住
民による地域活動の増加を
実現。

地域ＳＮＳ

その他その他

5.ＩＣＴを活用した地域発コンテンツの
配信（情報提供）支援事業

地域のコンテンツ産業や観
光・地場産業等の振興を図
るため、地域のコンテンツ
製作業者が、観光、文化、
地場産業等の情報番組を
製作し、放送その他のＩＣＴ
を活用して配信するサービ
スを支援する事業に交付
金を活用。

6.学校ＩＣＴ環境整備事業

2011年のアナログ放送終了

に対応するとともに、わかりや
すい授業を実現するため、小
中高等学校等の電子黒板機
能付デジタルテレビ等の購入
経費に交付金を充当する。
（なお、電子黒板の小中１校１
台、その他、各教室のデジタ
ルテレビ、パソコン等は、別途、
国庫補助（１／２）が講じられ
る。）

7.学校ＩＣＴ活用サポート事業

パソコンや電子黒板などＩＣＴ
を活用した授業などで教員を
サポートするため、外部人材
の活用により、小・中・高等学
校等に「ＩＣＴ支援員」を配置
する。
授業でのＩＣＴの効果的な活
用、機器の準備等に係る教
員の負担軽減を図る。

8.新学習指導要領への対応（教材・図書緊急整備）

新しい学習指導要領では、教育
基本法の趣旨を踏まえ、授業時
数や指導内容を増加するととも
に、言語活動を充実した。その
確実・円滑な実施には、増えた
指導内容に対応した教材や言
語活動の基礎となる図書の整
備が不可欠であり、学習指導要
領の全面実施までに各学校の
体制を整備するため、集中的に
教材や図書を整備する。

小学校外国語活動

武道用具 和楽器

図書

地球儀

CS873985
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9.文化財の防災・防犯対策事業

○自動火災報知設備など消防
法で義務付けられた設備に加
え、放水銃等の消火設備及び
監視カメラ等の防犯設備に対
する補助事業を平成21年度補

正予算で計上。

○文化財の所有者（寺社など）
に対し、地方が独自に支援を
行う部分について本交付金を
活用。

10.大学等を中心とした地域コミュニティ創生事業

「学び」から地域を元気にする
ため、自治体と複数大学等が
連携し、地域住民、学生、留
学生などが集い、学び、交流
する場を提供するため、建物
の施設・改修工事や支援員
の雇用等に交付金を充当。
自治体が施設工事等の発注
を行い、「学び」の施設を整備
し、運営等に必要な雇用を実
施。

「学び」の場

大学

大学 大学

自治体

11.地元大学発プロダクトイノベーション加速化事業

大学の研究成果の地元企
業への技術移転、新規創業
支援及び研究開発型企業の
誘致を推進するため、自治体
が地元大学構内に設置する
産学官連携研究センターの
建設費等に交付金を充当。
自治体の委託を受けて、大

学がセンターに入居した企業
の研究開発やマネジメント等
を支援。

☆全国から多様な企業の開発者
が集まることにより、新たな産
産（学）連合が可能

（例:盛岡市コラボMIU）

12.佐賀県玄海水産振興センター施設整備事業

（加温棟改修工事）

当該センター種苗開発室に設置
している加温棟は、カサゴ、アカ
ウニ等の放流用種苗の生産に
用いられているが、築後３２年を
経過し、老朽化が著しく、耐震性
にも問題を生じているため、そ
の改修工事に交付金を充当。
本事業により、種苗の飼育環境
の改善が図られ、種苗の安定供
給の確保が期待される。

その他その他

13.耕作放棄地解消事業

農業生産の基盤である農地
の確保及びその有効利用を図
るため、 都道府県及び市町
村が、地方単独事業として、
耕作放棄地の再生・利用に取
り組む農業者等に対し、その
必要な経費への補助を行う際
に交付金を充当する。

耕作放棄地の解消

16.まぐろはえ縄漁業国際減船対策事業

国際減船に伴い、不要となる
漁船をスクラップ処分等にし
たことにより生ずる損失の補
てんについて、算定額の３分
の２相当額が国から助成され
る。これを受けて、減船が地
域経済に与える影響を緩和し、
その足腰を強化するために、
算定額の３分の１相当額の交
付を単独事業として実施する
場合に臨時交付金を充当。

15.離島漁業再生支援対策

元より条件不利性が高く、今般
の経済危機の影響も強く受けて
いる離島において、各島の特色
を活かした地域の創意工夫によ
り、漁場の生産力の向上に関す
る取組などの漁業の再生に取り
組む漁業集落に対し、国と地方
公共団体が連携して交付金によ
る支援を行い、地域の活性化を
図る。

実施されている活動
実施されている活動

体験漁業の実施

新規養殖への着手

種苗放流

ブ
ラ
ン
ド
化
の
試
み

改良漁具の実証

マーケティング活動

14.環境・生態系保全活動支援事業

水産物の安定供給と公
益的機能の維持を図るた
め、藻場・干潟の維持・
管理等の沿岸域の環境・
生態系を守るための取り
組みに対して支援を行う。

↑
食
害
生
物

の
除
去

干潟の耕うん
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17.商店街の情報発信・ＰＲ事業

周辺住民に商店街をもっと身
近に感じてもらうことを目的に、
地元のケーブルテレビ放送局
が商店街を舞台にしたローカ
ルヒーロー番組を制作。２年間
にわたって毎回１５分のストー
リーを放映。商店主が番組に
出演、キャスティング等にも全
面的に協力を行い、商店街の
情報発信・ＰＲを行った。

19.就職カウンセラーの配置事業

若者就職困難者を今後の
成長分野（環境・エネル
ギー、医療・介護、農業、コ
ンテンツ、観光等）の就労
へ結びつけると共に雇用の
定着を図るため、ジョブカ
フェ等の就職支援拠点に対
して、カウンセラーの配置
及びその運営体制の構築
を支援する。

20.農業体験型宿泊施設等を活用した人材育成事業

研修と実践を通じて全
国各地で農山村地域
の課題解決に活躍でき
る人材を育成する費用
に交付金を充当。地域
の自治体、ＮＰＯ等が
村おこしに取り組む若
者等の公募を行い、人
材育成事業を実施する。

18.石油製品流通合理化支援事業

離島への石油製品の運送コスト低
減のため、地域の関係者（自治体、
石油販売業者、石油元売等）による
合意を踏まえた、油槽所のタンクや
タンクローリーの共同化等、 石油
製品の流通合理化の取組を支援す
る国の「石油製品流通合理化支援
事業」の企業裏負担分を自治体が
補助する場合、これに交付金を充当
する。

共同配送

ガソリン
スタンド

ガソリン
スタンド

ガソリン
スタンド

共同タンク

その他その他

21.誘致自動車メーカー新車購買活性化事業

町内に事業所（テストコー
ス）を開設している自動車
メーカーと町民の経済交流を
活性化するため、同メーカー
が生産する新車を購入する
町民や事業所に対し購入費
の一部を助成する。
自治体が企業誘致団体に助
成し事業実施。

23.ものづくり中小企業製品開発等補助事業

世界的な需要の急減速がもの
づくり中小企業に深刻な影響を与
えている。人材や技術の基盤の崩
壊を回避するため、中小企業に対
して試作品開発から川下事業者
等とのマッチングなど販路開拓等
の取組を支援する国の「ものづくり
中小企業製品開発等補助事業」
の企業裏負担分を自治体が補助
する。これに交付金を充当する。

22.地域発新製品・新技術実用化評価事業

地域中小企業が開発した
新製品の販路開拓を促進す
るため、自治体が、優れた製
品を購入し、評価実証するこ
とで、製品の初期需要の創
出を促進する。製品等の購
入費及び評価実証に要する
経費に交付金を充当する。

24.公共測量成果の世界測地系への座標変換

我が国全体の測量の統一
化を図るため、自治体管内
の公共測量成果で、世界
測地系への対応が未措置
なものについて、修正、改
測及び改算を行う。
自治体は測量成果の再測
量及び再計算を行い、管内
で実施される測量の基礎と
する。

日本測地系

世界測地系

約420m
約450m

約400m
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その他その他

25.ＴＬＯ等を活用した中小企業の産学連携促進事業

自治体がＴＬＯ等に委託し、
ＴＬＯ等が地域中小企業の課
題を共同研究等により解決す
ることにより、地域の活性化
を図る。ＴＬＯ等は、事業実施
にあたるコーディネータ等とし
て、企業退職者やポスドク等
を雇用し、事業の実施にあた
る。

地域中小企業（地域ユーザー）
のＩＴ利活用の促進並びに地域中
小ＩＴ企業（地域ベンダ）のＩＴ供給
力の強化を図るため、地域ユー
ザー、地域ベンダ、ＩＴコーディネー
タ等専門家が連携し、他のモデル
となり得る情報システム等の開
発・普及を行う。そのための開発
費、ＩＴコーディネータ活動費等の
費用を自治体が負担。

27.地域中小企業ＩＴ化促進連携モデル事業

26.中小企業知財戦略コンサルティング事業

技術力があっても、知財に関
する経験や体制が十分ではな
い中小企業を支援するため、弁
理士・弁護士・技術士・中小企
業診断士・公認会計士等の専
門家が、中小企業の知財戦略
を協働で支援する。自治体が中
小企業支援機関や知財専門コ
ンサル業者に委託し、その委託
費について交付金を充当する。

28.日系外国人日本語教育支援事業

日系外国人の雇用間口の
拡大、地域での共生社会の
推進を図るため、離職した日
系外国人やその家族等に、座
学による日本語教育や工場
などでの現場研修等を支援す
る事業者に対し、自治体が必
要経費を補助。その補助事業

に交付金を充当する。

その他その他

29.地域産学連携ものづくり教育等支援事業

地域における初中等教育機
関と産業界をつなげ、魅力的・
実践的な授業を通じ、職業を
考える機会を与える教育や、
ものづくり教育を行う。講師に
は、製造業に従事する工員等
を自治体にて採用し、その経
費に交付金を充当する。

参考となる図・写
真等を貼り付け

30.地域企業立地促進等共用施設整備事業

企業立地促進法の規定に基づき
自治体等が作成し国の同意を受
けた「基本計画」の対象地域内に
おいて、当該計画に位置づけられ
た企業立地の円滑化に資する貸
工場、貸事業場、人材育成施設等
の共用施設等を整備する事業に
対し、国とともに補助する。この支
援における自治体負担の費用に
充当する。

31.Jﾘｰｸﾞ等地域観戦型ｽﾎﾟｰﾂﾋﾞｼﾞﾈｽを活用した地域振興事業

Jリーグ、ｂｊリーグ等の観戦型
スポーツビジネスを活用した地域
振興のための事業に必要な交付
金を確保する。
具体的には、健康・介護予防事

業、食育普及啓発、地元特産品
の開発、中心市街地活性化、親
に対する子育て助言、地域清掃
活動等を実施する

32.商店街空き店舗活用アンテナショップ事業

空洞化が進む商店街の
活性化や雇用促進、地元
産品の情報発信等を目的
に商店街振興組合等が商
店街内の空き店舗を活用し
てアンテナショップ事業を実
施する。この空き店舗を借
りるための家賃等に対し交
付金を充当する。

CS873985
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【子育て支援】
商店街を中心とした地域

の活性化、元気なまちづくり
を図るため、空き店舗に育
児支援・健康支援などの生
活充実型サービスを展開す
る施設を整備し、商店街来
街者や地域住民の利便性
向上を図る。サービス施設
の設置・運営経費に交付金
を充当。

33.商店街における生活充実型サービス事業 34.次世代産業創出人材育成・雇用拠点プロジェクト

成長戦略に掲げる、低炭
素・環境分野、健康長寿分
野等の次世代産業の創出、
集積に取り組んでいる地域
における、公的研究機関（公
設試等）、大学、企業、自治
体等が一体となった、次世
代産業の担い手となる研
究・開発人材、研究支援人
材の育成・雇用に向けた取
組を支援。

地域の産業支援財団 等

博士卒、ポスド
ク人材を採用

学士レベル以上の
人材を採用

研究支援人材(実験、試

験設備の運用専門人材
等)の雇用・育成

研究人材を雇用・育成

経済産業省

２／３補助金

就業

当該地域に集積し
つつある次世代産業、

企業等
我が国の関連我が国の関連

産業の国際競産業の国際競
争力の強化争力の強化

35.先端イノベーション拠点整備（特定研究開発型）

出口志向の先端的な研究開発
に取り組む大学、公的研究機関
（独法研究所、公設試等）、及び
それを活用しイノベーションを実
現する企業が集積しつつある地
域において、大学・研究機関と企
業とが、共同体制を構築しながら、
研究から応用開発、製品試験等
による産業化まで共同で取り組
む、「先端イノベーション拠点」（研
究開発施設）を整備。

36.地域における観光人材育成事業

「観光地域プロデューサー」
の活用、観光地域づくり人材
を育成する取組み（「観光ま
ちづくり塾」の開催など）、ボ
ランティアガイド（児童・生徒
によるボランティアガイドを含
む）の育成、「通訳ガイドスキ
ルアップ・プログラム」に基づ
く研修の実施、観光副読本
等の作成等の事業に交付金
を充当。

観光地域プロデューサー
の活用

観光地域づくり
人材を育成する
取組

その他その他

38.違反屋外広告物簡易除却支援

違法な屋外広告物につい
ては、景観の阻害要因とし
て全国で課題とされている
が、地方公共団体の職員
のみで除却を行うことは限
界があることから、地方公
共団体がNPO法人等の民

間事業者等に対して簡易
除却事務を委託する場合
の委託費について交付金
を充当。

39.緑地再生・管理事業

緑地内の枝打ちや下草刈り、
民地・公有地の境界部の草
刈り等を行い、良好な自然的
環境を創出するなどにより、
生物多様性保全にも資する
緑地環境を整備する。
地方公共団体が土地所有

者との協定の基づく管理行為
に要した費用や、ＮＰＯ法人
が管理行為を行う際に要した
費用を交付金で充当。

40.滞在魅力向上のための観光関連施設等整備事業

観光地における国内外の観
光客の滞在魅力の向上を図
るため、地方公共団体が行う
観光案内所等の観光関連施
設の設置・改修、外国語表示
にも対応した観光案内版の設
置、観光地のトイレ整備、遊
歩道の整備等の事業に交付
金を充当。

観光案内所の設置・改修

観光案内板の設置

地方公共団体が、都市計画図
等の共通地図等の電子化作業
やその電子地図情報等を共用で
きる環境整備を行う。この事業に
より、 行政の効率化･高度化を
推進するとともに雇用創出や電
子地図を使用した事業の活性化
等、地理空間情報高度活用社会
の実現が期待できる。地方公共
団体が電子化等業務を発注する
経費に交付金を充当する。

37.共通地図等の電子化・共用化事業

電子化・共用化

共通地図・統計台帳情報・空中写真等



その他その他

42.観光圏整備事業

国内外の観光客による
２泊３日以上の滞在型
観光を促進する広域的
な観光エリアである観
光圏を整備するため、
観光圏整備実施計画に
基づき地方公共団体が
独自に実施する事業に
交付金を充当。

Ａ市

Ｃ町

Ｂ市 Ｄ町

滞在促進地区

周遊

周遊周遊

そぞろ歩きできる環境づくり

・快適なまち歩きのためのルート
整備（ハード面での連携）と案
内充実

そぞろ歩きできる環境づくり

・快適なまち歩きのためのルート
整備（ハード面での連携）と案
内充実

農業・漁業体験交流
メニューの充実

・体験交流施設の整備

・農業体験プログラムの開発

農業・漁業体験交流
メニューの充実

・体験交流施設の整備

・農業体験プログラムの開発

41.宿泊施設における集客力向上のための施設整備事業

パブリックスペースを地域文化
の展示、体験・交流の場として
活用（開放）するための改修や
外観の統一感を創出するため
の外壁等の改修、外国人旅行
者に対応するための施設整備
（多言語による案内標識等）に
対して交付金を充当。

体験・交流の場の整備

外観の統一

43.空き店舗を活用したチャレンジショップ支援事業

中心商店街の魅力を損なう
空き店舗への対策として、空
き店舗や屋台を活用して創業
し、販売活動を行う事業に対
して補助を実施する。

44.プレミアム付商品券の発行事業

中心商店街での賑わい向
上や販売促進のため、中
心商店街でのプレミアム付
商品券の発行に対する補
助を実施する。

輸入雑貨、バッグ・アクセサリー
販売（北九州市）

和装小物などの販売（大津市）

その他その他

45.地域産学官連携拠点運営事業

都道府県と大学・産業界が共同
で科学技術分野の研究開発を進
め、その成果を地域経済の活性
化につなげるための地域産学官
共同研究拠点の整備事業（ハード
整備）を実施することとしている。
この拠点の運営管理費用として、
都道府県が交付金を活用する。

CS873985
スタンプ




